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平成２０年度第４回青森県公共事業再評価審議委員会における 

意見等に対する回答書 

 

整理番号 24 事業名 河川総合開発事業 地区名等 駒込ダム 担当課 河川砂防課

意 見 等 

■ 堤川水系全体の治水対策の考え方について示してほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回    答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・河川における治水計画の策定に当たっては、まず、流域の重要度等を考慮し、

目標とする治水安全度（計画規模）を設定します。次に、設定した計画規模に

相当する降雨が流域内に降った場合の流出量（基本高水流量）を算定します。

 

・河川の治水対策では、この基本高水流量を河道、ダム及び遊水地等の各施設

にどのように配分し、治水安全度を確保するかについて検討することとなりま

すが、この検討に当たっては、配置される施設が水系全体として相互に技術的、

経済的に調和がとれ、かつ十分にその目的とする機能を果たすよう考慮する必

要があります。 

 

・青森市街地を貫流する堤川では、昭和４４年８月の台風９号による氾濫で浸

水家屋８千戸を超える大水害が起こっています。 

 

・この水害が契機となり、沿川住民が安心して生活できる環境を実現すべく、

青森市街地の重要度等から、目標とする治水安全度を１／１００に設定し、堤

川の甲田橋基準点における基本高水流量を１，６００㎥／S とする治水計画を

策定しています。 

 

・堤川水系の治水対策では、この基本高水流量を河道、ダム及び遊水地等の施

設にどのように配分するか検討していますが、この基本的な考え方は、以下の

とおりです。 

 

・まず河道への配分ですが、堤川、駒込川及び横内川等の下流部は市街化が進

行し、高度に利用されていることから、沿川住民の生活環境に極力影響を与え

ないよう配慮した上で、現況の川幅を基本に各河川の河道断面を設定し、河道

への配分量を決定しています。例えば、甲田橋基準点においては、河道に９２

０㎥／S を配分しています。 

 

・河道に配分した流量以外の残りの流量（甲田橋基準点においては、６８０㎥

／S）については、ダム、遊水地等の洪水調節施設に配分する必要があります

が、地形、地質及び経済性等を総合的に検討した結果、堤川本川には下湯ダム、

横内川には遊水地、駒込川には駒込ダムを配置し、堤川広域基幹河川改修事業

等の河道整備と相俟って、水系全体の治水安全度を確保することとしていま

す。 

 

・このように、堤川水系の治水対策は、社会条件、自然条件及び経済性等を総

合的に検討した上で、ダムのみに頼るのでなく、河道整備の他、横内川下流部

に遊水地を配置する等、種々の施設を複合的に組み合わせて決定されており、
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回    答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水系全体として調和のとれた計画であると考えています。 

 

・これまで、河道整備や下湯ダム、横内川多目的遊水地などの施設を段階的に

整備してきましたが、現状の治水安全度は、堤川本川の下流部が１／３０程度、

駒込川が１／１０程度と未だ低い状況にあり、駒込ダムを整備することによ

り、水系全体の治水安全度１／１００が確保されます。 

 

（参 考） 

 

・段階的整備による治水安全度の発現状況 

①Ｈ３年度まで（下流河道が概ね完成）:河道＋下湯ダム  

→ 治水安全度  堤 川  約１／２０

駒込川 約１／１０

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②Ｈ１５年度まで（遊水地が完成）：河道＋下湯ダム＋遊水地 

→ 治水安全度  堤  川 約１／３０

駒込川 約１／１０

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③将来（駒込ダムが完成）：河道＋下湯ダム＋遊水地＋駒込ダム 

→ 治水安全度  堤 川 １／１００

                                駒込川 １／１００ 
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平成２０年度第４回青森県公共事業再評価審議委員会における 

意見等に対する回答書 

 

整理番号 24 事業名 河川総合開発事業 地区名等 駒込ダム 担当課 河川砂防課

意 見 等 

■ 河床掘削案について、治山事業との組み合わせによる治水対策を検討でき

ないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回    答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・代替案として示した「河床掘削案」については、治水安全度１／１００を確

保するため、初期の改修費として約３８１億円、これに加え毎年のように河床

を維持するための掘削費、約３億円が必要となります。 

 

・この維持掘削費を軽減するため、「治山事業との組み合わせによる治水対策

を検討できないか。」というご質問ですが、考えられる事業としては、森林法

に基づく治山事業と砂防法に基づく砂防事業の２事業があります。 

 

・なお、河川事業、治山事業及び砂防事業の根拠法令と事業主体は、以下のと

おりとなっています。 

 

事 業 名 河川事業 治山事業 砂防事業 

根拠法令 河 川 法 森 林 法 砂 防 法 

・国土交通省 ・農林水産省 ・国土交通省 

事業主体 ・都道府県土木

担当部局 

・都道府県農林

担当部局 

・都道府県土木担

当部局 

 

 

・治山、砂防のいずれの事業も治山ダム又は砂防ダム等を設置することにより、

流域の土砂の流出を抑制、制御しようとする事業です。 

 

・まず、森林法に基づく治山事業ですが、森林法は「森林の保続培養と森林生

産力の増進を図り、もって国土の保全と国民経済の発展とに資する」ことを目

的としています。 

 

・この治山事業のように、法体系が異なる上、森林を保全、整備することによ

り、国土の保全を図ることを目的とした事業に対し、治水機能を分担させて治

水対策を行うことは、現在の事業制度上では困難です。 

 

・一方、砂防法に基づく砂防事業については、下流河川の河床上昇を抑制する

機能はあるものの、法体系も異なり、河川の治水機能の一部を分担させること

は、治山事業と同様、現在の事業制度上では困難です。 
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回    答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・以上のことから、治山又は砂防事業との組み合わせによる治水対策の実施に

ついては、法体系及び事業制度上の問題から、現状では困難であると考えてい

ます。 

 


